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共益組織である労働組合や協同組合が組合員以外に向けて支援を行う活動、いわゆる「他助」

活動を継続的に展開していくには、人材や財源、ネットワークなど活動資源が不可欠である。活

動資源の確保は労働組合や協同組合にとって大きな課題のひとつである。こうした問題意識の

もと、連合総研では 2019 年度より、労働者福祉中央協議会（中央労福協）、公益社団法人教育文

化協会との共同研究として標記研究委員会を立ち上げ、３年間にわたり調査研究を進めた。 

本報告書の大きな特徴は、「他助」という新たな概念を検討したこと、さらには、地方労福協

の組織と活動についてのアンケート調査、地方労福協、労働金庫、こくみん共済 coop、生活協

同組合の「他助」活動と活動資源についてのヒアリング調査を実施したことにある。これらの調

査結果をふまえ、共益組織が担う「他助」活動の多様性と可能性について明らかにした。 
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